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■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影

響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時
には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

足元のＪ-ＲＥＩＴ市場について
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東証ＲＥＩＴ指数の推移
不動産市況の悪化など、Ｊ-ＲＥＩＴ市場を取り巻く環境は依然厳しい状況にありますが、足元で
は、景気の回復傾向から、Ｊ-ＲＥＩＴ価格が持ち直す動きがみられます。また、それに伴ない、

公募増資や物件取得の動きが再開しつつあります。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
市場

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

東証ＲＥＩＴ指数の推移
期間：2007年1月初～2010年2月末

サブプライム問題が表面化⇒深刻化

国内不動産市場が減速⇒悪化傾向

米証券大手の破綻
（08年9月15日）

住宅系ＲＥＩＴがＪ-ＲＥＩＴ初とな
る実質破綻（08年10月9日）

指数算出来高値
2,612.98（2007/5/31）

指数算出来安値
704.46（2008/10/28）

（ポイント）

2008年10月以来となる
指数（終値ベース）の1,000
ポイント回復（09年7月2日）

不動産市場安定化ファンド
設立（09年9月5日）

住宅特化型REITが
Ｊ-ＲＥＩＴとして1年3ヵ月

ぶりの公募増資を発表
（09年10月16日）

オフィス特化型ＲＥＩＴが
投資法人債発行を発表

（10年1月22日）
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公募増資による資金調達が再開へ

Ｊ-ＲＥＩＴの公募増資は、2008年7月を最後に途絶えていましたが、2009年10月以降は、

公募増資を発表・実施するＲＥＩＴが相次いでいます。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
市場

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

Ｊ-ＲＥＩＴの公募増資額の推移

（～10月） （11月～）

（億円）

Ｊ-ＲＥＩＴの公募増資の再開に
加え、1年8ヵ月ぶりに、投資
法人債の発行も 再開される
など、Ｊ-ＲＥＩＴの資金調達環
境が改善傾向に

期間：2001年～2009年

（年）

■公募増資の払込日ベース
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公募増資の再開に伴なう物件取得の動き
公募増資の再開に伴ない、公募増資で調達した資金による物件の追加取得が行なわれる
ようになりました。この流れは、Ｊ-ＲＥＩＴの収益力拡大に加え、不動産市場の流動性向上に

も寄与するとみられます。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
市場

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

Ｊ-ＲＥＩＴによる物件取得額の推移
（億円）

■J-REIT各社の物件取得発表日ベース

Ｊ-ＲＥＩＴ市場の低迷や資金調達環
境の悪化などから、物件取得額は
低迷していましたが、資金調達環境
の改善傾向を受け、今後の積極的
な物件取得が期待されます

期間：2007年7-9月期～2009年10-12月期
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進みつつあるＲＥＩＴの合併による再編
公募増資や物件取得事例が出始めていることに加え、政府による合併関連の法制・税政の
整備が進んだこともあり、ＲＥＩＴ同士の合併といった再編も進みつつあります。

今後、合併による再編で、ＲＥＩＴ自体の価値向上や、それに伴なうＪ-ＲＥＩＴ市場の安定および

競争力の強化などが期待されます。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
市場

※会社資料などをもとに日興アセットマネジメントが作成

Ｊ-ＲＥＩＴの合併事例

（住居特化型）（住居特化型）
2010年7月1日（予定）

プロスペクト・リート投資法人日本賃貸住宅投資法人
吸収2010年2月26日

（総合型）（総合型）
2010年2月1日

エルシーピー投資法人東京グロースリート投資法人
吸収2009年11月17日

（総合型）（商業施設特化型）
2010年3月1日

ラサール ジャパン投資法人日本リテールファンド投資法人
吸収2009年10月29日

（住居特化型）（住居特化型）
2010年4月1日（予定）

ニューシティ・レジデンス投資法人ビ・ライフ投資法人
吸収2009年9月18日

合併効力発生日吸収合併消滅法人吸収合併存続会社合併方式発表日

（共に住居特化型）（住居特化型）

2010年3月1日

（旧）アドバンス・レジデンス投資法人
日本レジデンシャル投資法人

（新）アドバンス・レジデンス投資法人
新設2009年8月6日

合併効力発生日新設合併消滅法人新設法人合併方式発表日

合併後、東証REIT市場に上場（2010年3月2日）

合併後、「インヴィンシブル投資法人」に商号変更（2010年2月1日）

注1

注1

注2

注2
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※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。 ※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

（ポイント） （％）

東証REIT指数（左軸）

東証REIT指数実績分配金利回り（右軸）

Ｊ-ＲＥＩＴ
の動向

2008年以降、Ｊ-ＲＥＩＴの分配金利回りは価格が大きく下落したことから急上昇しました。

足元では、不動産市況の悪化などから、一部のＪ-ＲＥＩＴに分配金額を引き下げる動きがみら

れるものの、分配金利回りは引き続き高い水準にあります。

東証ＲＥＩＴ指数と同実績分配金利回りの推移
期間：2003年9月～2010年2月末

引き続き高い水準にある分配金利回り

分配金利回りは
引き続き高い水準に
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REITの分配金利回り

10年国債利回り

利回り差

分配金利回りから出遅れ目立つ日本のＲＥＩＴ市場

Ｊ-ＲＥＩＴの分配金利回り水準や分配金利回りと10年国債利回りとの差は、他国に比べて大きく
なっており、これらの水準からは、Ｊ-ＲＥＩＴ市場の出遅れが目立っています。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
の動向

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

主要国のＲＥＩＴ分配金利回りと10年国債利回り、利回り差（％）

日本 オーストラリア オランダ 米国 英国 フランス

※REITの分配金利回りから
10年国債利回りを控除

※

2010年2月末現在■REITの分配金利回りは、S&P REIT指数の各国ベース
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「本来的な価値」よりも割安な水準に
ＲＥＩＴの評価指標として最も注目されている指標のひとつに純資産価値（ＮＡＶ〔Net Asset 
Value〕）があります。2008年以降、Ｊ-ＲＥＩＴは、価格の下落などによってＮＡＶに対してディス

カウントされた（本来的な価値を下回ると考えられる）状態が続いています。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ
市場

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

Ｊ-ＲＥＩＴのＮＡＶと価格の状態（プレミアム/ディスカウント）の推移

資 産

500億
円

借入金

250億
円

純資産
部分

250億円
NAV=
50万円

投資口＝5万口の場合

REIT価格

1口=
50万円

純資産
部分

250億円
NAV=
50万円

投資口＝5万口の場合

REIT価格

1口=
40万円

プレミアム

ディスカウント

ＮＡＶのイメージ図
（ＮＡＶ＝ＲＥＩＴ価格）

ＮＡＶのイメージ図
（ＮＡＶ＞ＲＥＩＴ価格）

※上記イメージ図はＮＡＶをシンプルに解説することを目的にしたものであり、実際のＮＡＶおよびＲＥＩＴ価格とは異なります。

期間：2002年1月末～2010年1月末

NAVは、 REITが保有する不動産を時価評価

した価格から、借り入れなどの負債を差し引い
て算出されたものであり、REITの本来的な価

値を表わす指標として使われています。
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Ｊ-ＲＥＩＴを取り巻く環境について
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オフィス市況は悪化傾向が続く
テナント企業の景況感や業績の悪化による賃貸面積の縮小や移転などの動きを背景に、
都心5区（千代田・中央・港・新宿・渋谷）の平均空室率および平均賃料の悪化傾向が続い

ています。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。 出所「三鬼商事」

都心5区のオフィス平均賃料と平均空室率の推移
（％ ） （円/坪；月 ）

期間：2000年12月～2010年1月

オフィス
市況
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85

90

95

100

08年4月 08年7月 08年10月 09年1月 09年4月 09年7月 09年10月 10年1月

底堅さがみられるオフィス型ＲＥＩＴの稼働率
オフィス市況の悪化は続いていますが、代表的なオフィスビル特化型REITの稼働率は、
一部、下げ止まるなど、相対的に底堅さがみられます。この要因として、これらのREITが、

優れた立地条件や設備などを有する魅力的な物件を多く保有していることが挙げられます。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

オフィス
市況

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

オフィスビル特化型ＲＥＩＴの稼働率の推移

都心5区の平均

ＤＡオフィス投資法人

グローバル・ワン不動産投資法人

ジャパンリアルエステイト
投資法人

野村不動産オフィス
ファンド投資法人

日本ビルファンド投資法人

■上場REITのうち、オフィスへの投資に特化している代表的なREITを掲載。

期間：2008年4月～2010年1月
（％ ）
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00年12月 02年12月 04年12月 06年12月 08年12月

製造業

非製造業

企業の景況感は徐々に改善へ
日本企業全体の景況感を示す業況判断指数（DI）は、改善傾向が続いていることから、

テナント企業によるオフィスなどの賃貸面積の縮小や移転などの動きに歯止めがかかる
ことが期待されます。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。 出所：日本銀行

日銀短観（業況判断ＤＩ 大企業）の推移
（良いｰ悪い、ポイント ）

期間：2000年12月～2009年12月

オフィス
市況

日本企業全体の
景況感は改善傾向に
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8

04年1月 05年1月 06年1月 07年1月 08年1月 09年1月 10年1月

住宅地地価変動率

中古マンション価格変動率

持ち直し傾向が続く住宅地地価と中古マンション価格

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

出所：野村不動産アーバンネット『首都圏「住宅地地価」と「中古マンション価格」の動向』

期間：2004年1月～2010年1月

住宅
市況

住宅地地価と中古マンション価格の変動率
（東京都区部・3ヵ月前比）（3ヵ月前比：％）

東京都区部の「住宅地地価」は持ち直しから横ばいの傾向がみられます。また、「中古
マンション価格」は持ち直しから足元で弱含む動きがみられるものの、中古マンション
自体は、新築物件の供給減などから安定した売れ行きをみせています。

住宅地地価は、大きく
持ち直した後、横ばい
傾向に
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ショッピングセンター

百貨店

底入れを探る動き

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。 出所：社団法人日本SC協会「SC販売統計調査報告」

期間：2008年1月～2010年1月

商業施設
市況

ショッピングセンター・百貨店の売上高の推移（前年同月比）
（％）

個人消費の低迷などから、小売業界を取り巻く環境は、依然厳しい状況にあり、ショッピング
センターや百貨店の売上高は大きく落ち込んでいます。しかし、2009年以降、徐々に底入れ

を探る動きとなっていることから、今後の改善が期待されます。

弱い動きが続くも
のの、トレンドは
やや回復傾向に
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ご参考
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投資信託委託業務者
（資産運用会社）

借入

※上記はＪ-ＲＥＩＴの仕組みをシンプルに解説することを目的にしたものです。

ＲＥＩＴとは、投資家から集めた資金などで不動産を保有し、そこから生じる賃料収入、売却益
などが投資家に分配される商品です。一般的にＲＥＩＴは上場しているものが多く、株式と
同じように売買することが可能です。

借入金

出資

投資家

金融機関
（銀行など）

返済、
利息支払い

投資口（株式）
購入

分配金

テナント

不動産

不動産（オフィスビル、商業施設、
マンション、倉庫、ホテルなど）

不動産投資

家賃収入
資産運用の委託

出資
設立母体

（スポンサー企業）

投資法人

ＲＥＩＴの仕組み
ＲＥＩＴ

の仕組み



17

■ 当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることを目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影

響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時
には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

中部
4%

近畿
13%

中国/四国
1% 北海道/東北

2%

九州/沖縄
4%

首都圏(東京
都区部除く)

16%

東京都区部
60%

Ｊ-ＲＥＩＴの保有物件の用途および所在地分布

Ｊ-ＲＥＩＴの保有物件を見ると、用途別ではオフィスの割合が高く、所在地分布では東京都区

部の割合が高くなっています。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。

Ｊ-ＲＥＩＴ保有物件の所在地分布
（取得価格ベース）

Ｊ-ＲＥＩＴ
の特徴

※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

Ｊ-ＲＥＩＴの保有物件の用途別構成比
（取得価格ベース）

（2010年1月末時点）（2010年1月末時点）

住宅
18%

商業施設
20%

オフィス
56%

ホテル
3%

その他
1%

物流施設
2%
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その他
21%

東急ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ投資法人
3%

ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｱｰﾊﾞﾝ
投資法人

3%

日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽﾌｧﾝﾄﾞ
投資法人

3%

アドバンス・レジデンス
投資法人

3%

日本ｱｺﾓﾃﾞｰｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞ
投資法人

3%

ＤＡｵﾌｨｽ投資法人
3%

日本ビルファンド
投資法人

15%

ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘｱﾙｴｽﾃｲﾄ
投資法人

13%

野村不動産ｵﾌｨｽﾌｧﾝﾄﾞ
投資法人

6%

日本ﾌﾟﾗｲﾑﾘｱﾙﾃｨ投資法人
5%

森ﾄﾗｽﾄ総合ﾘｰﾄ投資法人
5%

日本ﾘﾃｰﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人
7%

ﾌﾛﾝﾃｨｱ不動産投資法人
4%

ｵﾘｯｸｽ不動産
投資法人

4%

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾜﾝ
不動産投資法人

2%

時価総額上位6銘柄が市場全体の約50％を占める
東証REIT指数の時価総額は約2兆8,500億円（2010年3月3日時点）となっていますが、
時価総額上位6銘柄の合計で、その約半分を占めています。また、時価総額合計に占める
オフィス特化型REITの割合は高くなっています。

※上記は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。 ※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

東証ＲＥＩＴ指数採用銘柄の時価総額の比率

【用途別区分】

オフィス特化型

総合型

商業施設特化型

複合型

物流施設特化型

■特化型⇒一つの用途（オフィスや、
商業施設など）への投資に特化。
■総合型⇒用途を限定せず様々な
用途に投資。
■複合型⇒オフィスと商業施設、オ
フィスと住居など複合物件への投資
を行う。

時価総額合計

約2兆8,500億円
指数採用銘柄

37銘柄

（2010年3月3日時点、時価総額順）

東証
ＲＥＩＴ
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※信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成

（2010年3月3日末時点、時価総額順）

（注）特化型⇒一つの用途（オフィスや、商業施設など）への投資に特化。総合型⇒用途を限定せず様々な用途に投資。
複合型⇒オフィスと商業施設、オフィスと住居など複合物件への投資を行なう。

東証ＲＥＩＴ指数採用銘柄一覧①

総合型（オフィスビル中心）2.0%5618.7%240,500ｹﾈﾃﾞｨｸｽ不動産投資法人8972 

総合型（商業施設中心）1.9%5357.0%500,000福岡ﾘｰﾄ投資法人8968 

総合型（オフィスビル中心）2.2%6218.0%402,000ｼﾞｬﾊﾟﾝｴｸｾﾚﾝﾄ投資法人8987 

総合型（オフィス・商業・住居など）2.2%6336.2%409,000トップリート投資法人8982 

オフィスビル特化型14.7%4,2115.1%777,000日本ビルファンド投資法人8951 

オフィスビル特化型13.1%3,7425.0%765,000ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘｱﾙｴｽﾃｲﾄ投資法人8952 

商業施設特化型6.7%1,9076.7%113,000日本ﾘﾃｰﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8953 

オフィスビル特化型5.5%1,5806.8%518,000野村不動産ｵﾌｨｽﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8959 

総合型（オフィスビル中心）5.2%1,4765.6%811,000森ﾄﾗｽﾄ総合ﾘｰﾄ投資法人8961 

複合型（オフィス・都市型商業施設など）5.1%1,4556.7%205,900日本ﾌﾟﾗｲﾑﾘｱﾙﾃｨ投資法人8955 

商業施設特化型3.9%1,1045.4%690,000ﾌﾛﾝﾃｨｱ不動産投資法人8964 

総合型（オフィスビル中心）3.8%1,0908.7%433,500ｵﾘｯｸｽ不動産投資法人8954 

総合型（オフィス・住居・商業施設・ホテルなど）3.4%9827.2%488,000ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｱｰﾊﾞﾝ投資法人8960 

物流施設特化型3.1%8934.7%683,000日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8967 

住居特化型3.1%873-121,000アドバンス・レジデンス投資法人3269 

複合型（オフィス・商業施設など）2.7%7656.9%452,000東急ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ投資法人8957 

住居特化型2.6%7405.7%474,000日本ｱｺﾓﾃﾞｰｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞ投資法人3226 

オフィスビル特化型2.6%7317.4%184,900ＤＡｵﾌｨｽ投資法人8976 

オフィスビル特化型2.3%6486.1%669,000ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾜﾝ不動産投資法人8958 

時価総額割合（億円）利回り
投資対象

指数に占める時価総額実績分配金
株価（円）名称コード

東証
ＲＥＩＴ
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（注）特化型⇒一つの用途（オフィスや、商業施設など）への投資に特化。総合型⇒用途を限定せず様々な用途に投資。
複合型⇒オフィスと商業施設、オフィスと住居など複合物件への投資を行なう。

東証ＲＥＩＴ指数採用銘柄一覧②

複合型（住居・ホテルなど）0.2%529.5%94,200ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｼﾝｸﾞﾙﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ投資法人8970 

ホテル特化型0.2%619.5%145,500日本ﾎﾃﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8985 

総合型（住居・ホテルなど）0.2%657.8%199,000ＦＣﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ投資法人8975 

住居特化型0.2%6511.0%87,400プロスペクト･リート投資法人8969 

総合型（住居中心・オフィスなど）0.3%9912.6%15,600インヴィンシブル投資法人8963 

ホテル特化型0.5%1399.0%131,800ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎﾃﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｿﾞｰﾄ投資法人8981 

複合型（オフィス・住居など）0.6%1614.8%122,800クレッシェンド投資法人8966 

複合型（オフィスビル中心・商業施設など）0.6%1726.2%84,500ｸﾘｰﾄﾞ･ｵﾌｨｽ投資法人8983 

複合型（物流施設・インフラ施設など）0.7%1968.3%248,000産業ファンド投資法人3249 

複合型（住居・商業施設中心）0.8%2293.8%466,000ﾋﾞ･ﾗｲﾌ投資法人8984 

総合型（住居・商業施設中心）0.9%2568.4%245,400ｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾘｰﾄ投資法人8973 

住居特化型1.0%2984.5%128,000日本賃貸住宅投資法人8986 

総合型（商業施設中心）1.1%3026.6%354,000阪急ﾘｰﾄ投資法人8977 

複合型（オフィスビル・商業施設など）1.1%30914.7%120,100日本コマーシャル投資法人3229 

総合型（オフィスビル中心）1.2%34510.1%188,300ＭＩＤリート投資法人3227 

複合型（オフィス・住居など）1.4%38810.0%295,900ﾌﾟﾚﾐｱ投資法人8956 

総合型（オフィス中心・商業施設・住居など）1.5%4249.5%266,700森ﾋﾙｽﾞﾘｰﾄ投資法人3234 

住居特化型1.6%4497.6%358,000野村不動産レジデンシャル投資法人3240 

時価総額割合（億円）利回り
投資対象

指数に占める時価総額実績分配金
株価（円）名称コード

（2010年3月3日末時点、時価総額順）

東証
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（2010年3月3日末時点、時価総額順）

東証ＲＥＩＴ指数採用銘柄の主要スポンサー

三井不動産ﾌﾛﾝﾃｨｱ不動産投資法人8964

福岡地所福岡ﾘｰﾄ投資法人8968

野村不動産野村不動産レジデンシャル投資法人3240

明治安田生命ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾜﾝ不動産投資法人8958

住友信託銀行トップリート投資法人8982

興和不動産ｼﾞｬﾊﾟﾝｴｸｾﾚﾝﾄ投資法人8987

ケネディクスｹﾈﾃﾞｨｸｽ不動産投資法人8972

大和証券グループ本社ＤＡｵﾌｨｽ投資法人8976 

三井不動産日本ｱｺﾓﾃﾞｰｼｮﾝﾌｧﾝﾄﾞ投資法人3226 

東急電鉄、東急不動産東急ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ投資法人8957

伊藤忠商事アドバンス・レジデンス投資法人3269

三井物産日本ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8967

丸紅ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ･ｱｰﾊﾞﾝ投資法人8960

オリックスｵﾘｯｸｽ不動産投資法人8954

東京建物日本ﾌﾟﾗｲﾑﾘｱﾙﾃｨ投資法人8955

森トラスト森ﾄﾗｽﾄ総合ﾘｰﾄ投資法人8961

野村不動産野村不動産ｵﾌｨｽﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8959

三菱商事日本ﾘﾃｰﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8953

三菱地所ｼﾞｬﾊﾟﾝﾘｱﾙｴｽﾃｲﾄ投資法人8952

三井不動産日本ビルファンド投資法人8951

主要スポンサー名称コード

森ビル森ﾋﾙｽﾞﾘｰﾄ投資法人3234

ケン・コーポレーションﾌﾟﾚﾐｱ投資法人8956 

関西電力ＭＩＤリート投資法人3227 

アパマンショップサブリースｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｼﾝｸﾞﾙﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ投資法人8970 

クリエーティブ・リノベーショ
ン・グループジャパン

日本ﾎﾃﾙﾌｧﾝﾄﾞ投資法人8985 

ファンドクリエーショング
ループ

ＦＣﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ投資法人8975 

プロスペクトプロスペクト・リート投資法人8969 

ザ・エルシーピー・グループインヴィンシブル投資法人8963 

MLQ Investors,L.P.ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾎﾃﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾘｿﾞｰﾄ投資法人8981 

平和不動産クレッシェンド投資法人8966 

いちごアセットトラストｸﾘｰﾄﾞ･ｵﾌｨｽ投資法人8983 

三菱商事産業ファンド投資法人3249 

大和ハウスﾋﾞ･ﾗｲﾌ投資法人8984 

積水ハウスｼﾞｮｲﾝﾄ･ﾘｰﾄ投資法人8973 

ｵｰｼｰｴﾑ・ﾈﾀﾞｰﾗﾝﾄﾞ・ｵﾎﾟﾁｭ
ﾆﾃｨｰｽﾞ・ｺｰﾍﾟﾗﾃｨﾌﾞ･ﾕｰｴｰ

日本賃貸住宅投資法人8986 

阪急電鉄阪急ﾘｰﾄ投資法人8977 

パシフィック
ホールディングス

日本コマーシャル投資法人3229 

主要スポンサー名称コード

東証
ＲＥＩＴ
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Ｊ-ＲＥＩＴ投資の主なリスク

REIT（不動産投信）は、不動産を運用対象とする商品で、かつ、市場で取引されますので、不動産を取り巻く環境、不動産

市況や金利動向、マクロ経済の変化など、様々な要因で分配金や価格は影響を受けます。

不動産の価格は、不動産市況、社会情勢その他の要因を理由として変動します。さらに不動産の流動性は一般に低く、
望ましい時期に売却することができない可能性、売却価格が下落する可能性などがあります。元本が保証された商品で
はありません。

REIT（不動産投信）は、一般の法人と同様に倒産のリスクがあります。法的倒産手続きを開始した場合、本投資証券の

価格が著しく下落し、無価値になることも予想されます。

不動産について、火災、爆発、水災その他の事故について、火災保険などの保険契約で支払われる上限額を上回る損
害が発生した場合には、著しい悪影響を受ける可能性があります。

地震、噴火、津波などの災害により不動産が滅失、劣化または毀損し、その価格が影響を受ける可能性があります。

不動産からの収入が減少する可能性や、不動産に関する費用は増大する可能性があり、分配金額が悪影響を受けることが
あります。

収益は、不動産の賃料収入に依存しています。賃料収入は、不動産の稼働率の低下、
賃料水準の低下、テナントによる賃料の支払債務の不履行・遅延などにより減少する
可能性があります。

退去するテナントへの敷金・保証金の返還、多額の資本的支出、未稼動不動産の取得
などは、分配金額に悪影響を及ぼす可能性があります。

金融商品取引所が定める基準に抵触し、上場廃止になった場合は、取引が著しく困難に
なる可能性があります。

Ｊ-ＲＥＩＴ
リスク
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当資料は、日興アセットマネジメントが市況等についてお伝えすることなどを目的として作成した
資料であり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、当資料に掲載する内容は、弊社ファ
ンドの運用に何等影響を与えるものではありません。

投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産は為替変動リスクもあります。）を投資対象として
いるため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申
込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交
付目論見書）をご覧ください。

当資料の情報は信頼できると判断した情報に基づき作成されていますが、情報の正確性・完全
性について弊社が保証するものではありません。

当資料に示す意見は、特に断りのない限り当資料作成日現在の弊社の見解を示すものです。

当資料中のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。

当資料に掲載されている数値、図表等は、特に断りのない限り当資料作成日現在のものです。

東証ＲＥＩＴ指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属し
ます。

当資料をお読みいただく際の留意事項


